
 

議 第 13 号 

 

医療・介護事業者の安定的な経営に向けた 

制度の拡充を求める意見書（案） 

 

年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣  宛 て  

 財 務 大 臣 

 厚 生 労 働 大 臣 

 

議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

 高齢化等の進展を背景に医療・介護の需要は増大する一方、物価高騰に伴う

経費の増加や生産年齢人口の減少による担い手不足から、地域医療や介護サー

ビス事業者の経営環境は厳しさを増している。 

 国は、診療・介護報酬の改定、介護職員等処遇改善加算の拡充等による賃上

げや事業所が負担する控除対象外消費税の補填実態の把握等を進めるなど、安

定的な制度運営を図っているが、深刻な人手不足のほか、運営経費や設備投資

等に重い税負担を感じている現場の実情に十分対応しているとは言い難い。 

 誰もが必要な時に安心して医療・介護サービスを享受できる社会を維持する

ためには、その基盤を支える社会保障制度や税制等について、事業者の実態を

踏まえた不断の検証と見直しを行い、相互の整合性を確保した実効性の高い制

度設計が求められる。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、医療・介護事業者における安

定的な経営を実現するため、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要

請する。 

１ 職員の処遇改善を安定的に進めるため、診療・介護報酬について、臨時改

定を含め、物価や社会情勢の変化を適切に反映すること。 

２ 医療・介護施設が負担する消費税の正確な把握と補填をするとともに、適

切な税制の在り方を検証し、抜本的な改善を図ること。 

３ 介護職員等処遇改善加算について、更なる要件緩和を含め、現場の実態に

即した制度への拡充を図ること。 


